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研究要旨 

本研究では、治療に伴う症状や副作用などの療養情報に関して、国内外の患者向けウェ

ブサイトにおける情報提供の現状を検討し、患者にとって活用しやすい情報提供のあり方

を考察した。 

国内外の7つのがん情報に関するウェブサイト（日・米・英における、公的機関や民間の

非営利団体によるもの）を検討した結果、全体に、日本のサイトにおける情報に比して、

米・英国のでは、より幅広い内容が網羅されており、公的機関と民間の非営利団体との連

携もなされていた。また、公的機関の運営するウェブサイトよりも、民間の非営利団体の

ウェブサイトにおいて、副作用・療養情報についてより幅広い提供がなされていた。 

本調査からは、今後、同領域について日本での情報提供の拡充が望まれると共に、公的

機関の情報のみならず、民間の非営利団体をはじめとした種々の組織が協働して情報を整

え、提供していく体制を検討していくことの必要性が示唆された。 

 

Ａ．研究目的 

がんの患者において、治療に伴う症状や

副作用に関する悩みや負担が増加しており、

(1)、がんの療養情報は、患者や家族がもっ

とも求める情報の一つであるとされる。こ

れまでの調査では、患者は、こうした情報

をしばしばインターネットで探すと報告さ

れ(2)、我が国の調査でも、がんの治療や病

院に関する情報源として、「病院の医師や看

護師など」に次いで、「インターネット」が

35.5%と高くなっている（平成 28 年，内閣

府）。 

特に、国や、がんセンターなどがんの中

核的な診療・研究機関、主要な非営利団体

などのウェブサイトにおける情報提供は、

患者・市民への影響が大きい事が予測され、

患者のニーズに沿った情報提供が求められ

る。 

米国におけるがんに関する情報提供に関

する検討では、National Cancer Institute

（国立がん研究所、NCI）が指定する米国内

のがんセンターについて、ウェブサイトで

どのような情報が掲載されているか、がん

の治療(3)や臨床試験(4)、補完代替療法(5)
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などについて報告がなされている。中でも、

緩和ケアについての検討では、NCI によっ

て指定された病院でも、ウェブサイト上で

は必ずしも十分な提供がなされていないこ

とが報告されている(6)。 

一方で、これまで、治療に伴う症状や副

作用や療養に関するウェブサイト上での情

報提供の現状について、網羅的に検討した

研究はない。副作用に関する情報は、患者

の治療の意思決定に影響することが報告さ

れており(7)、異常の早期発見のためにも重

要であることから、十分な情報提供が望ま

れる。 

そこで、本研究では、療養情報の中でも

治療に伴う副作用に関するものに焦点をあ

て、諸外国の主要ながん情報に関するウェ

ブサイトの状況を比較検討することで、患

者のニーズに答えられる情報支援のあり方

を考察することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

日・米・英国の公的機関および主要な非

営利団体が運営する一般向けのがん情報サ

イトより、治療に伴う副作用の情報を網羅

的に提供しているものを複数選定した。 

各サイトについて、2017 年 8～9 月時点

で掲載されていた副作用の見出し項目を収

集し、I. 治療に伴う症状や副作用に関する

記載内容と、II.ページ構成と提供方法につ

いて検討を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 米・英については、公的および非営利団

体によるサイト各 3 個所、日本については

公的機関の運営するサイト 1 個所の合計 7

つのサイトを調査対象とした（表 1）。日本

では、がんの治療に伴う副作用について広

い範囲で情報提供を行っている非営利団体

によるサイトは同定できず、含めなかった。 

 

I. 治療に伴う症状や副作用に関する記載 

7 組織で提供されていた副作用項目の内

容を調査した結果、治療に伴う症状や副作

用のうちで、「だるさ・倦怠感」「吐き気・

嘔吐」「食欲不振・体重減少」「リンパ浮腫」

などはすべての組織で解説がされていた。

他方、「せん妄」「胸水・腹水」などの項目

を含んだサイトは少なかった。また、日本

のサイトでのみ「認知機能低下・ケモブレ

イン」「睡眠障害」などの項目は含まれてお

らず、米国の非営利団体のサイトでのみ「形

成外科的治療」などのより幅広い項目が含

まれていた。しかし、どのような項目を情

報として含め、あるいは含めないのか項目

の取捨選択については、今回の web サイト

の比較調査のみでは限界があり、わからな

かった。 

組織間比較では、米・英国ともに、民間

の非営利組織（寄付により運営される）が

運営するウェブサイトにおいて、より多く

の項目が網羅されている傾向にあった。 

 

II. ページ構成と提供方法 

後に、各ウェブサイトについて、大ま

かなページの構成を確認した。平均して、

以下の構成に集約された。 

 

1. 一般的な知識（原因、症状、医学的な診

断、対処法など） 

2. 自分ができること（対策、予防、工夫な

ど） 

3. 医療者への相談（伝える必要がある時、
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適切な伝え方など） 

4. さらなる情報へのリンク 

 

また、提供方法として、組織ごとに幾つ

かの特徴があげられた。例えば、当該組織

が運営するチャットや電話での相談窓口へ

とつなぐ（ACS、NCI、Cancer Research 

UK）、患者の体験談を動画で提供する

（ Macmillan、 Cancer Research UK、

NHS）、患者の体験談を音声で提供する

（NCI）といったものがあげられた。 

 

Ｄ．考察 

がんの治療に関してはエビデンスに基づ

く情報提供が普及し始めているが、治療に

伴う症状や副作用、療養に関する情報は、

必ずしも明確なエビデンスがないものも多

く、どのような情報を、どのようにウェブ

サイト上に掲載するか、配慮が求められる。 

今回の検討を通して、今後、治療に伴う

症状や副作用・療養情報に関しては、日本

の情報の拡充が望まれると考えられた。 

また、米・英国では非営利団体のウェブ

サイトにおいてより幅広い内容の情報提供

がなされていた。ACS は、米国におけるがん

に関する 大規模の NPO であり、一般市民

からの寄付金の他、Relay for Life などの

イベントを主たる資金源としている。その

ウェブサイトにおいては、各種がんの治療

に関する地域に根差した療養情報（病院、

患者・家族のための滞在施設、交通サポー

ト、患者同士のコミュニケーションの場、

アピアランスサポートの場など）の充実な

ど、より患者の生活目線に近い部分での支

援に力を入れている(8)。一方で、国の機関

である NCI は、米国がん法に基づき、 新

のがん情報を普及する使命を持っている

(9)。本調査からは、こうした国と非営利団

体などが、自身の組織の強みを生かしなが

ら互いに協働することで、患者の治療や療

養生活全体を支えるより強固な情報支援体

制につながる可能性が伺えた。 

また、いずれの組織でも、ページの構成

として、症状について「医療者に伝える必

要がある時・適切な伝え方」が詳述されて

おり、サイトの情報をもとに自己判断する

のではなく、医療者とのコミュニケーショ

ンにつなげるように意図されていた。その

ほか、ACS や NCI では、同組織が運営する電

話やチャットなどの直接的な相談支援にも

つなぐ体制が整えられており、日本でも可

能な範囲でこうした工夫は必要かと考えら

れた。 

 

Ｅ．結論 

以上、国内外の主要な患者向けウェブサ

イトにおける副作用・療養情報提供の現状

に関して検討した結果、日本の情報は少な

く、拡充が望まれた。また、米・英国共に、

公的機関よりも非営利団体で情報が充実し

た傾向にあった。いずれの組織でも、ウェ

ブサイト内での情報で完結することなく、

対人支援への連携を強化しており、患者目

線での情報提供の工夫がなされていた。本

調査からは、各組織が互いの特性を生かし

た協働体制を構築しながら情報提供を行い、

情報のみで完結しない対人支援へとつなぐ

ことの必要性が示唆された。 
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表1 調査対象としたがん情報に関するウェブサイト 

サイト名 
【運営組織】 URL 国 

運営組
織の属

性

運営組織やウェブサイトの特徴
など 

１．がん情報サービス 
【国⽴がん研究センターがん対策情
報センター】 

https://gan
joho.jp 

⽇
本 国 

がん情報サービスは、国⽴がん研
究センターがん対策情報センタ
ーは、2006年に、国のがん対策
の⼀環として開始した患者・家族
向けのがん情報に関するウェブ
サイトである（2017年の年間ペ
ージビュー数は31,933,854件）。

２．National Cancer Institute: C
omprehensive Cancer Informati
on（以降、NCI） 
【⽶国国⽴がん研究所】 

https://ww
w.cancer.g

ov/. 
⽶ 国 

NCIは、⽶国国⽴衛⽣研究所（N
HI）の⼀部⾨であり、研究の遂
⾏や研究費の調整・配分などを⾏
っている。

３．National Comprehensive Can
cer Network；NCCN（以降、NCC
N） 
【NCCN】 

https://ww
w.nccn.org

/ 
⽶ 

⺠間 
（⾮営
利団体）

NCCNは、⽶国内の27の主要な
がんセンターによる同盟団体。⽶
国での医療事情に基づき、NCCN
ガイドラインを策定。 

４．American Cancer Society（以
降、ACS） 
【アメリカがん協会】 

https://ww
w.cancer.or

g/ 
⽶ 

⺠間 
（⾮営
利団体）

ACSは、全⽶3400カ所の地域オ
フィスとの協働し、地域に根差し
た療養情報を提供。コールセンタ
ー部⾨との連携による相談体制
あり。

５．NHS choices（以降、NHS） 
【National Health Service】 

https://ww
w.nhs.uk/p
ages/hom

e.aspx 

英 国 

NHSは、英国における国営の国
⺠保健サービスで、税⾦を財源と
する。すべての国⺠を対象に、必
要とされる医療が原則無料で提
供される。

６．Macmillan Information and 
Sup port（以降、Macmillan） 
【Macmillan Cancer Support】 

https://ww
w.macmilla
n.org.uk/ 

英 
⺠間 

（⾮営
利団体）

Macmillan Cancer Support
は、寄付を主たる財源とする慈善
団体。がんに関する包括的⽀援を
展開する。

７．Cancer Research UK 
【Cancer Research UK】 

https://ww
w.cancerre
searchuk.or

g/

英 
⺠間 

（⾮営
利団体）

Cancer Research UK は、寄付

を主たる財源とする慈善団体。 
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